　１５　通所介護　
指定基準のチェック表

各項目の基準について確認し、適合する場合は「適合」に○を付けてください。
適合しない場合は「不適合」に○を付け、速やかに改善してください。

	事業所番号
	２
	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所名称
	

	管理者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	確　認　日
	　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日


	項目
	確認内容
	適合
	不
適合
	該当
なし

	人員基準

第９３条
（従業者の員数）
	· 生活相談員については、提供時間数に応じて、専従で１人以上を配置している。
	
	
	

	
	· 介護職員については、単位ごとに、提供時間数に応じて、利用者が１５人までの場合には、専従で１人以上を配置し、１５人を超える場合には、１５人を超える部分の利用者の数を５で除して得た数に１を加えた数以上を配置している。
	
	
	

	
	· 看護職員について、単位ごとに、専従で１人以上を配置している。
· 看護職員について、提供時間帯を通じて専従できない場合も、併設の事業所内に常駐する等、通所介護事業所と密接かつ適切な連携を図っている。
	
	
	

	
	· 生活相談員又は介護職員のうち、１人以上は常勤である。
	
	
	

	
	· 機能訓練指導員について、有資格者１人以上を配置している。
	
	
	

	人員基準

第９４条

（管理者）
	· 管理者は、常勤でかつ原則として当該事業所の管理業務に専従している。（次の兼務は管理業務に支障あり。）
イ　当該事業所の従業者と兼務したうえで、他の事業所の管理者、従業者と兼務している場合。

ロ　同一敷地外の事業所の管理者、従業者と兼務している場合。
	
	
	

	設備基準

第９５条
（設備及び備品等）
	· 機能訓練を行うスペースとして、「３㎡／定員数」以上の面積を確保している。（食堂との兼用は可。）
	
	
	

	
	· 食堂、機能訓練室、静養室、相談室、事務室は、専ら通所介護の用に供している。
	
	
	

	
	· 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備として、消防法その他の法令等に規定されて設備を確実に設置している。（設備の定期的な点検をしている。）
	
	
	

	運営基準

第１０５条（第１９条準用）

（サービス提供の記録）
	· 指定通所介護を提供した際には、提供日及び内容、保険給付の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載している。

· サービス提供の記録について、２年間保存している。
	
	
	

	運営基準

第９９条

（通所介護計画の作成）
	· 管理者は、従業者と共同して、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえたうえで、目標や具体的なサービス内容等を記載した通所介護計画を作成している。
· 通所介護計画については、利用者の同意を得るとともに、利用者に交付している。

· 通所介護計画について、２年間保存している。
	
	
	

	運営基準

第１０５条（第５２条準用）

（管理者の責務）
	· 管理者は、事業所の従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っているとともに、従業者に対して、介護保険関係法令を遵守させるために必要な指揮命令を行っている。
	
	
	

	運営基準

第１０１条

（勤務体制の確保等）
	· 事業所ごとに従業者の勤務の体制を定め、月ごとの勤務表を作成しており、当該事業所の従業者によってサービスを提供している。
	
	
	

	
	· すべての従業者の雇用契約書等を作成し、資格者証等の写しを保管している。
	
	
	

	
	· すべての従業者の資質向上のための研修の機会を設けている。また、認知症介護に係る基礎的研修の受講に必要な措置を講じている。
	（経過措置あり）
※確認表に記載

	
	· 職場におけるハラスメント防止のための方針の明確化等を行っている。
	※確認表に記載

	運営基準

第１０３条

（非常災害対策）
	· 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っている。また、地域住民の参加が得られるように努めている。
	
	
	

	運営基準
第１０５条（第３０条の２準用）
（業務継続計画の策定等）
	· 業務継続計画を策定し、定期的に、必要な研修及び訓練の実施、業務継続計画の見直しを行っている。
	（経過措置あり）
※確認表に記載

	運営基準

第１０４条

（衛生管理等）
	· 食中毒や感染症の予防等のため、施設や備品の衛生的な管理等に努めている。
	
	
	

	
	· 感染症の予防及びまん延防止のため、指針を整備しており、対策を検討する委員会の開催、研修及び訓練を定期的に実施している。
	（経過措置あり）
※確認表に記載

	運営基準

第１０５条（第３３条）

（秘密保持等）
	· 従業者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしていない。
	
	
	

	
	· 従業者でなくなった場合にも、利用者等の秘密を保持することについて、雇用契約等に定めている。
	
	
	

	
	· サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ている。
	
	
	

	運営基準

第１０５条（第３６条準用）、第１０４条の２
（苦情処理、事故発生時の対応）
	· 苦情、事故等について、速やかに文書にて記録し、その完結の日から２年間保存している。
	
	
	

	
	· 苦情、事故等の内容について、事業所内で共有し、再発防止策を検討している。
	
	
	

	
	· 三重県医療保健部長寿介護課が作成する「介護保険相談・苦情・事故発生時の対応マニュアル」により、保険者に報告している。
	
	
	

	運営基準
第１００条、
１０５条

（第３７条の２準用）
（運営規定、虐待の防止）
	· 事業所において虐待の防止のための指針を整備し、対策を検討する委員会の開催、虐待の防止のための研修を定期的に実施している。また、その担当者を置いている。
· 「虐待の防止のための措置に関する事項」について、運営規定で定めている。
	（経過措置あり）
※確認表に記載


　１５　通所介護　
令和３年度介護報酬改定事項確認表
（令和３年４月１日から義務化された項目）
各項目の基準について確認し、チェックポイントすべてについて整備・策定済みの場合は
「整備済」に○を付けてください。
整備・策定されていない場合は、速やかに改善してください。
	項目
	確認内容
	整備済
	未整備

	運営基準

第１０１条

（勤務体制の確保等）
	· 職場におけるハラスメント防止のための方針の明確化等を行っている。
（チェックポイント）
・適切なサービス提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じているか。
・職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発しているか。
・相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知しているか。
	
	


（令和６年３月３１日までに整備が必要な項目）
各項目の基準について確認し、チェックポイントすべてについて整備・策定済みの場合は
「整備済」に○を付けてください。
整備・策定されていない場合は、整備予定時期を記入してください。
	項目
	確認内容
	整備済
	整備予定

	運営基準

第１０１条

（勤務体制の確保等）
	· すべての従業者の資質向上のための研修の機会を設けている。また、認知症介護に係る基礎的研修の受講に必要な措置を講じている。
（チェックポイント）
・認知症介護に係る基礎的研修の受講については、医療・福祉関係の資格を持つものを除く。
	
	　
年
月


	運営基準
第１０５条（第３０条の２準用）
（業務継続計画の策定等）
	· 業務継続計画を策定し、定期的に、必要な研修及び訓練の実施、業務継続計画の見直しを行っている。
（チェックポイント）
・感染症又は非常災害の発生時において、利用者に対する当該サービス提供を継続的に実施し、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じているか。
・従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに必要な研修及び訓練を定期的に実施しているか。
・定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行っているか。
	
	年
月


	運営基準

第１０４条

（衛生管理等）
	· 感染症の予防及びまん延防止のため、指針を整備しており、対策を検討する委員会の開催、研修及び訓練を定期的に実施している。
（チェックポイント）
・感染症が発生し、又はまん延しないように次で定める措置を講じているか。
1 当該事業所における感染症の発生の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね六月に1回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図っているか。
2 当該事業所における感染症の発生の予防及びまん延の防止のための指針を整備しているか。
3 当該事業所において、従業者に対し、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施しているか。
	
	　
年
月


	運営基準
第１００条、
第１０５条

（第３７条の２準用）
（運営規定、虐待の防止）
	· 事業所において虐待の防止のための指針を整備し、対策を検討する委員会の開催、虐待の防止のための研修を定期的に実施している。また、その担当者を置いている。
（チェックポイント）
・虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じているか。
1 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図っているか。
2 事業所における虐待防止のための指針を整備しているか。
3 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施しているか。
4 ①～③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いているか。
・事業の運営についての重要事項に関する規定（「運営規定」）において、「虐待の防止のための措置に関する事項」について定めているか。
	
	　年
月



【15通所介護】

